
（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業

等個票 

令和３年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 25 事業名 放射能測定事業 事業番号 (3)-23-3 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村 

総交付対象事業費 （60,326（千円））

76,792（千円） 

全体事業費 （60,326（千円））

76,792（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、放出された放射性物質の影響がある村

内で採取される自家消費野菜・山菜・きのこ・飲料水・土壌等を対象とした放射能検査を身近な場所で実施

し、放射性物質濃度の確認できる体制を整備・維持することにより、村民の食品への安心安全に対する不安

の解消に繋げて、身近に畑のある暮らしへの再生を加速化させることを目標とする。 

事業概要 

村民の多くは、村内で採取される自家消費野菜・山菜・きのこ・飲料水・土壌等に含まれる放射性物質が、

村内での自給自足により魅力のあった暮らしに戻る事への不安を抱いている状況にある。 

そのため、放射能測定器の点検校正を行い整備・維持と、村内の自家消費野菜・山菜・きのこ・飲料水・

土壌等の検体採取や放射能検査を実施し、広報等に掲載することにより、放射性物質濃度の確認を行い、安

心感を醸成する事により、不安の解消に繋げる。 

Ⅰ.放射能測定業務委託 

・村民から持ち込まれる採集された自家消費野菜・山菜・きのこ・飲料水・土壌等の検体受付 

・村内で採取される自家消費野菜・山菜・きのこ・飲料水・土壌等の検体採集 

・検体の放射能測定（準備・検査・記録・清掃等） 

・測定結果の報告等 

・放射能測定器 7 台（簡易放射能測定器 5 台、非破壊式簡易放射能測定機器 1 台、ゲルマニウム半導

体検出器 1台）を使用 

・測定業務従事人数：3名 

・測定業務実施場所：葛尾村放射能検査室 

・測定業務実施日時：平日（8:30～17:15）（お盆期間・年末年始期間を除く） 

Ⅱ.放射能測定機器点検校正業務委託 

・放射能測定器 7台の点検校正 

・簡易放射能測定器 トライアスラー社製 ベクレルファインダー 1 台 

・簡易放射能測定器 アクロバイオ社製 CAPTUS-3000A 2 台 

（消費者庁（国民生活センター）から借用） 

・簡易放射能測定器 日立アロカメディカル社製 CAN-OSP-NAI 2 台 

・非破壊簡易放射能測定器 テクノエックス社製 レギュームライト 1 台 

（福島県から借用） 

・ゲルマニウム半導体検出器 セイコーＥ＆Ｇ社製 1 台 

※葛尾村復興計画 P.38 7）7-1) ②「（不評被害の払拭）農地等のモニタリングを定期的に行い、その結



果を公表することにより、安心して農産物の生産できる体制を整えるとともに風評額の払拭に努める」に記

載 

(4)農林水産物等モニタリング事業 農林水産物の放射能濃度のモニタリングを実施し、安全性の確認を行

い結果を公表する 

※かつらお再生戦略プラン P.19 3)①ウ「放射能対策と、営農再開への気運醸成」、オ「収穫・自給自足の

魅力ある身近な暮らしづくり」に記載 

○試験栽培の拡大促進による安全性の検証・確認と安心感の醸成 

○身近な畑のある暮らしの再生 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要 

＜令和３年度＞ 

・放射能測定業務委託 

葛尾村放射能検査室にて、村内の検体採取・村民から持ち込まれる検体の受付・測定・記録、検査機器

清掃及び管理、検査結果の報告等を継続的に実施する。 

・放射能測定機器点検校正業務委託 

測定に使用している放射能測定器 7台の点検校正を実施。 

＜令和４年度以降＞ 

・放射能測定業務の継続 

・放射能測定機器点検校正業務の定期的な実施 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

当事業導入により食品への安心安全に対する不安が解消されることで、収穫・自給自足の魅力ある身近な

暮らしづくりへ地域の再生を加速化させる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業

等個票 

令和３年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 27 事業名 葛尾村帰還再生生活道路舗装事業 事業番号 (2)-19-3 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 （397,217（千円））

405,218（千円）

全体事業費 （397,217（千円））

405,218（千円）

帰還・移住等環境整備に関する目標 

葛尾村では、村民の帰還に向けた生活再建の道筋をつけ、「魅力と希望のある葛尾村」を復興再生してい

くため「かつらお再生戦略プラン」を平成 26 年 6 月に策定した。 

上記計画中、「放射能安全対策」として、「放射能に対して安心で、快適な生活環境を構築するための各宅

地内の環境整備（花壇の整備、宅地の進入路の舗装、住宅裏手の側溝の整備等）」を掲げていることから、

特定復興再生拠点区域の解除後、一人でも多くの村民の帰還を促すため、帰還再生生活道路舗装事業を行

う。 

事業概要 

村民の低線量放射線への不安を払拭し、安心して帰還できる生活環境道を整えるため公道と住居をつな

ぐ生活道路について、放射線を遮蔽する措置として希望する村民に対し、村が生活道路の舗装工事を実施す

る。 

当面の事業概要 

＜28 年度＞生活道路の舗装を希望する村民に対し、舗装工事を実施。（72 カ所） 

＜29 年度＞生活道路の舗装を希望する村民に対し、舗装工事を実施。（60 カ所） 

＜30 年度＞生活道路の舗装を希望する村民に対し、舗装工事を実施。（25 カ所） 

＜令和３年度＞ 

生活道路舗装整備工事を希望する村民に対し、舗装工事を実施する。（拠点内 6カ所） 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

生活環境道路の舗装整備を行うことにより、再汚染の防止効果が期待でき、住民の放射線不安の払拭を図

る。 

除染後も、継続して丁寧な放射能汚染対策を進めることは、子育て世代も含む幅広い世代の帰村を促すこ

とにつながり、葛尾村の再生・復興に資するものである。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

葛尾村 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和３年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

No. 52 事業名 水稲育苗施設敷地造成事業 事業番号 ◆(5)-43-7-1 
交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 (11,618)（千円）
144,935（千円）

全体事業費 (11,618)（千円）
144,935（千円）

帰還・移住等環境整備に関する目標 

＜現状＞ 

葛尾村では、平成28年６月に一部の帰還困難区域を除き避難指示が解除されたが、長期間の避難を余儀な
くされたことから、村民の帰還は進んでおらず、避難指示解除後３年を経過しても今なお帰還率は20％台に
とどまっている。震災前の村の主産業は農業であり、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様な農業が営まれてき

たが、原発事故を受け、風評被害や除染に伴う地力低下、後継者の流出など営農環境が大きく変わり離農を考

える農家も少なくない。また、村内の農業関連施設の老朽化・担い手不足等が深刻化しており、今後、耕作放

棄地の増加が予測される中、村としては、営農再開に向けた様々な取り組みを実施し、農業者の帰還を促進し

ているところである。

しかし、米の作付けは、震災前の135haに対し、現状36haの再開に留まっており、このうち30ha分は広野
町や田村市より苗を購入している状況である。このため、村では、苗運搬費の支援に加え、村独自で購入費の

一部助成を行っているが、自家育苗者はごく少数となっていることから、育苗施設の確保が急務となってい

る。

＜農業振興の方向性＞ 

震災前から村の主要作物である水稲は、今も主要作物であり地域農業再生の要となるものである。震災で

各農家が保有していた育苗施設が取り壊され喪失している中、苗の確保を心配することなく稲作ができる環

境を整えることで水田の利活用を促進し、生業となる営農の再開により農業者の帰還を促す。 

事業概要 

＜本事業で施設を整備する理由＞ 

 本事業により、水稲育苗施設を整備し、水稲の作付再開を支援することで、村民の帰還や営農の再開を促進

する。 

＜整備内容＞ 

・造成測量設計：敷地面積 8,088㎡
・造成工事  ：敷地面積 8,088㎡
 なお、水稲育苗施設整備（受益面積：75ha、処理能力：15,000箱）は基幹事業（県申請）で実施する予定
である。

＜市町村計画等＞ 

●かつらお再生戦略プランより

第２章 復興再生プラン ２．重点プロジェクト （３）重点プロジェクトの方向性

２）安心農業基盤・体制の強化プロジェクト

①営農意向を活かした農業拠点地区の整備と経営体制の強化

イ）集落生産・管理体制の強化

・村における農業の再生・活性化を図るため集落営農を強化し、土地の流動化、周辺林地の管理等、

営農との一体的な取り組みを図ります。

・道路・水路の共同管理の充実、機械・機器等の共同利用、共同作業による既耕作放棄地の復旧等を

図ります。



③各集落における元気を増進する集落・営農環境の向上

ア）共同化促進による集落営農の活性化

・中山間地直接支払制度を活用し、各集落営農の共同利用施設の復旧整備、共同利用の農業用施設・

機械の導入等、生産関連施設等の整備を図ります。

・各集落拠点に、共同作業所や農業機材保管庫を整備し、さらに既存の集落営農をネットワークした

全村共同で推進させることで村の農業再生を図ります。

●葛尾村農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」より

３．農業再生への目標

村民ひとりひとりが主役になり、農に関わっていただくことで、人が集まり、人とひとが語り合い、

美しい農がある風景を再び取り戻していくことを将来像に、農業再生支援を行い、村の農業再生を進め、

基幹産業として新しく生まれ変わることを目標とします。

① 水田農業は、育苗から出荷までの作業について、作業を斡旋する組織の設立を行い、各種作業を

支援します。また、まとまった農地の集積を行う経営体を育成するとともに、組織や経営体で水

田農業の再開を行う場合は、必要な農業用機械と施設（育苗施設と穀類乾燥調製施設等）の整備

を支援します。

４．農業再生への道のり

（３）第３段階「農業の将来像」

○水田は、経営体（法人及び生産組織）を育成し、育苗施設や穀類乾燥調製施設等の整備を支援する

とともに、農地の利用集積を進めるため、未整備地区のほ場区画の整理・大型化を進めます。

●葛尾村農業再生アクションプランより

「稲作振興」

【目標】

○震災前の作付面積約130ha の回復を目標とし、当面令和６年度までに約７割の85ha の作付を目指し
ます。（Ｒ元：26ha）

【具体的対応（施策）】

① 加速化交付金制度を活用した共同利用施設・機械等の整備（育苗施設・乾燥調製施設・集落営農向

け機械等）

当面の事業概要 

＜令和２年度＞

測量設計  11,618千円
＜令和３年度＞

造成工事  133,317千円
地域の帰還・移住等環境整備との関係 

本事業により育苗施設を整備することで村内における営農再開を支援する。特に、長期の避難で管理がで

きず農機具や施設が使用できなくなった農家について、村内における農業用施設の利用が可能となることか

ら、新たに農業者14名の稲作再開と村内への帰還が見込まれる。
さらに、村と関係機関が一体となり、稲作再開の意向を示さない者から、担い手や集落営農組織へ水田の流

動化を進めることで、優良農地を確保し、村全体の農業振興及び地域再生を図る。

関連する事業の概要 

○被災地域農業復興総合支援事業 

米乾燥調製施設・農業機械整備事業（令和２年度～３年度予定） 217,723千円 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43-44 

事業名 被災地域農業総合支援事業（水稲育苗施設整備）葛尾村 



交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

基幹事業により整備する「被災地域農業総合支援事業（水稲育苗施設整備）葛尾村」の建設予定地は、表土

の入れ替えや盛土等を要する必要があるため、施設建設に取りかかる前に効果促進事業により造成工事を行

う必要がある。 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業

等個票 

令和３年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 54 事業名 葛尾村帰還再生生活用水確保事業 事業番号 (2)-19-4 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 54,033（千円） 全体事業費 54,033（千円）

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 復興再生拠点区域の個人宅の井戸掘削を行い、帰還及び一時帰宅の際に住民が安心して利用できる飲料

水及び生活用水を確保し、一人でも多くの村民の帰還を促すため。 

事業概要 

葛尾村では大部分の家庭で沢水・湧水等を飲料水等の水源として使用している。原子力発電所事故により

従来利用していた飲料水等が放射性物質により汚染されているのではないかとの不安を抱えている。 

住民が帰還して日常生活及び社会生活を円滑に営むためには、安全・安心な飲料水等を確保する必要があ

ることから、特定復興再生拠点区域の解除に向けて該当地区に住む世帯の井戸掘削を行い、帰還及び一時帰

宅の際の飲料水等を確保する。 

※葛尾村復興計画（第 1次）Ｐ26 3－1④（1）「飲料水供給施設等の整備」に記載 

 既存施設の安全性を確認したうえで、より安全で安心できる浄水機能を保ち、緊急時に対応できる施設と

して整備し、各集落単位で飲料水供給施設等の整備及び個別施設整備の支援を行う。 

当面の事業概要 

＜令和３年度＞ 

 特定復興再生拠点区域の各世帯の井戸掘削を行う。（７世帯） 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 各世帯の井戸掘削を行い、帰還又は一時帰宅の際に安心して飲料水等を利用できるようにし、一人でも多

くの村民の帰還を促す。 

関連する事業の概要 

特になし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 


